南伊勢町告示第３７号

住民監査請求監査結果について

　このことについて、地方自治法第２４２条第４項の規定により告示する。
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住民監査請求について（回答）

地方自治法第２４２条第１項に基づき、平成２２年２月９日付けで、請求のあった住民監査請求については、下記のとおり回答します。
１．請求の要旨

南伊勢町は、臨時的任用職員に対し賃金及び賞与に相当する賃金を支出している。その支出根拠は、南伊勢町職員の給与に関する条例（以下「職員給与条例」という。）第１８条の３の規定及び南伊勢町臨時職員の雇用等に関する規程（以下「臨時職員規程」という。）第６条及び第１０条の規定である。

　「臨時職員規程」第4条は、勤務時間について、「臨時職員等の勤務時間は、１日につき８時間を超えない範囲内において町長の定めるところによる。」と規定する。以上のことから、南伊勢町臨時職員は非常勤職員に他ない。また、「臨時職員規程」第１０条は、「６箇月以上勤務する臨時職員に次に定める賞与に相当する賃金を支給することができる。賞与に相当する賃金は、６月と１２月にそれぞれ５万円を支給することができる。」と定めている。そうすると、賞与に相当する賃金は、地方自治法にある期末手当に他ない。よって、「臨時職員規程」第１０条は、地方自治法第２０３条の２に違反して無効であるから、これに基づき支出した賞与に相当する賃金は違法支出であるといえる。

　「臨時職員規程」第６条規定の賃金とは、「職員給与条例」第１８条の３にある給与に他なく、地方自治法２０３条の２にある報酬に他ない。「臨時職員規程」第６条は、賃金の額について定め、同規程第７条は、支給方法について定めている。同規程６条、７条は地方自治法２０３条の２第４項に違反して無効であるから、これに基づき支出した報酬（賃金）は違法支出であるといえる。

　さらに、南伊勢町は、臨時職員の任用に関し、長年にわたり脱法行為を行っている。職員の説明によれば、年度の間に数日から１ヶ月間の解雇期間をはさんで特定の個人を臨時職員として半永続的に常用するやり方である。このような目的外使用（任用）は地方公務員法第２２条第５項の趣旨に違反して違法であるばかりでなく、法の下の平等（賃金格差・雇用機会格差）に著しく反して違憲であるから、これに基づく賃金の支出も違法である。

　以上のとおり、支出そのものが根拠のない違法な支出であり、本来支出の必要のない支出であるから、その金額が南伊勢町の損害である。

　よって監査委員は南伊勢町長 小山 巧に対し、南伊勢町損害分を決裁権者とともに南伊勢町に連帯して支払うよう請求するよう勧告せよ。

　２．監査委員の判断

平成２２年２月９日付けで貴殿から出された監査請求は、法定要件を満たしていると判断し、同年２月１６日に受理したが、臨時的任用職員制度の変遷を監査する過程において、平成１５年（行ウ）第１５号の和解調書の存在が明らかとなり、当該調書及び貴殿から提出された、同調書に対する「平成２２年３月２４日付け南監５３号について」を検討したところ、和解調書は有効であるとみなし、同調書第７条記載の「原告及び被告並びに補助参加人らは、南勢町嘱託職員及び臨時職員の報酬・手当に関し、本和解条項に定めるほか、何らの債権債務のないことを相互に確認し、今後名目の如何を問わず、監査請求、訴訟を提起しないことを約束する。」とされていることから、本件監査請求は却下いたします。
